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巻末資料1  建設予定地周辺の地質構成 

 

建設予定地付近を構成する地質について、「平成 4 年度 ごみ処理施設建設にともなう

地質調査委託，平成 4 年 12 月，上越環境施設組合」より抜粋する。 

表 1 建設予定地周辺の地質層序 

時  代  地 層 名  備考 

第四紀  

沖積世  
新砂丘砂層  

妙高火山起源  

堆積物  

―ローム層―  

関川層  

後期更新世  

高田層  “低位段丘” 

堆積物  潟町砂層  

平山層  

愛の風層  

中期更新世  山本山Ⅰ面堆積層  

前期更新世  居多層  

新第三紀  基盤 

出典：高田平野の第四系と形成史：高田平野団体研究グループ，1981 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 地質調査位置  

新ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ建設予定地 
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図 2 調査ボーリング位置 

 

 

出典：「新潟県平野の地盤図集」より抜粋 

図 3 高田平野地質断面図（nonscale） 
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表 2 地質構成 

 

 

図 4 推定地質断面図 
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図 5 柱状図（No.4-1（1/2）） 
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図 6 柱状図（No.4-1（2/2）） 

 
図 7 柱状図（No.4-2（1/2）） 
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図 8 柱状図（No.4-2（2/2））  
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巻末資料2  他事例での施設規模の設定（三条市） 

 

三条市における施設規模の算定事例を以下に示す。 

なお、災害廃棄物に対する三条市の考え方は、以下の「循環型社会形成推進地域計画

(三条市)」抜粋のとおりである。 

 

表２ 焼却処理対象物の項目と日平均処理量 

項    目 処理量（ｔ/日） 

①可燃ごみ 99.77 

②リサイクルセンターからの可燃・不燃残渣 4.38 

③汚泥再生処理センターからのし渣 1.26 

④汚泥再生処理センターからの脱水汚泥 5.25 

合計 110.66 

⑤災害廃棄物 12.68 

 

施設規模(ｔ/日)＝ (通常の焼却対象量)＋(災害廃棄物※) 

＝ (110.66 ÷ 0.767 ÷ 0.96)＋12.68 

＝ 162.4 ｔ/日 

≒ 160 ｔ/日 

※：災害廃棄物には、実稼働率、調整稼働率は考慮していない 

 

（以下、「循環型社会形成推進地域計画 三条市」抜粋） 

本市の実績より、新熱回収施設においては、災害廃棄物の衛生処理の観点から、本

市において処理を行った災害廃棄物処理量と同程度の余裕率が必要であると考える。 

なお、処理に要する期間については、実績を踏まえ「約６ヶ月以内」とする。 

したがって、災害廃棄物等の突発的に発生するごみ量として、 

2,283ｔ÷180 日＝12.68ｔ/日 

を付加した施設を整備することとする。 

 

 

 

 

  
（100%） 
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巻末資料3  各ごみ処理方式における過去 5 年の実績 

   

各ごみ処理方式における過去 5 年間の実績を以下に示す。 

但し、焼却方式のうち流動床式焼却方式は、過去 5 年間では実績が無いが、現在、神奈川県

平塚市で建設中の施設があるため、過去 10 年間の建設実績を考慮し、検討対象とした。 
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■ストーカ式焼却方式①                                ■ストーカ式焼却方式② 

 

          

  

t/24h 炉数
1 札幌市 駒岡清掃工場 1985 11 300 2

2 札幌市 白石清掃工場 2002 11 300 3
3 札幌市   発寒清掃工場 1992 11 300 2

4 函館市 日乃出清掃工場　（３号炉） 1992 3 180 1
5 旭川市 旭川市近文清掃工場 1996 3 140 2

6 苫小牧市 糸井清掃センター 1982 8 200 1
7 苫小牧市 沼ノ端クリーンセンター 1999 3 105 2

8 千歳市 環境センター焼却処理場 1990 2 97.5 2
9 十勝環境複合事務組合 くりりんセンター 1996 9 110 3

10 北しりべし廃棄物処理広域連合 北しりべし広域クリーンセンター 2007 3 98.5 2
11 大雪清掃組合 しらかば清掃センター 1993 6 37.5 2
12 青森市 梨の木清掃工場 1977 1 150 3

13 青森市 青森市三内清掃工場 1970 5 90 2
14 弘前地区環境整備事務組合 弘前地区環境整備センター 2003 3 123 2

15 弘前地区環境整備事務組合 南部清掃工場 1992 3 70 2
16 黒石地区清掃施設組合 環境管理センター 2000 3 60 2

17 西北五環境整備事務組合 西部クリーンセンター 1986 11 75 2
18 八戸地域広域市町村圏事務組合 八戸清掃工場　第二工場 1980 3 150 1

19 十和田地域広域事務組合 十和田ごみ焼却施設 1985 2 75 2
20 盛岡市 盛岡市クリーンセンター 1998 3 135 3

21 花巻市 花巻市清掃センター 1988 9 85.5 2
22 北上市 北上市清掃事業所　ごみ焼却処理施設 1987 3 52.5 2

23 一関地区広域行政組合 一関清掃センター　ごみ焼却施設 1981 3 75 2
24 奥州金ケ崎行政事務組合 胆江地区衛生センター 1994 9 120 2

25 仙台市 葛岡工場 1995 8 300 2
26 仙台市 今泉工場 1985 12 200 3

27 仙台市 松森工場 2005 8 200 3
28 塩竈市 塩竈市清掃工場 1976 5 90 1
29 亘理名取共立衛生処理組合 名取クリーンセンター 1983 3 60 2

30 亘理名取共立衛生処理組合 亘理清掃センター 1993 9 37.5 2
31 宮城東部衛生処理組合 ごみ焼却施設 1995 2 90 2

32 気仙沼地方衛生処理組合 気仙沼地方クリーンヒルセンター 1995 2 81 2
33 仙南地域広域行政事務組合 角田衛生センター 1992 3 60 2

34 秋田市 秋田市総合環境センター　焼却施設　（３号炉） 1983 9 200 1
35 大館エコマネジ株式会社 大館クリーンセンター 2005 8 45 2

36 湯沢雄勝広域市町村圏組合 貝沢ごみ処理施設 1992 3 60 2
37 大仙美郷環境事業組合 大仙美郷クリーンセンターごみ処理場 2002 3 77 2

38 能代山本広域市町村圏組合 南部清掃工場 1995 3 72 2
39 八郎湖周辺清掃事務組合 八郎湖周辺クリーンセンター 2008 3 30 2

40 山形市 立谷川清掃工場 1982 7 90 2
41 鶴岡市 鶴岡市環境部施設課ごみ焼却施設 1990 3 82.5 2

42 東根市外二市一町共立衛生処理組合 ごみ焼却処理施設 1995 2 65 3
43 最上広域市町村圏事務組合 エコプラザもがみ 2003 2 45 2

44 置賜広域行政事務組合 千代田クリーンセンター 1999 3 85 3
45 西村山広域行政事務組合 寒河江地区クリーンセンター 2001 3 50 2
46 福島市 あぶくまクリーンセンター 1988 2 120 2

47 福島市 あらかわクリーンセンター 2008 8 110 2
48 郡山市 富久山清掃センター　→　富久山クリーンセンター　（平成20年４月改称） 1996 3 150 2

49 郡山市 河内清掃センター  →　河内クリーンセンター　（平成20年４月改称） 1984 2 150 2
50 いわき市 南部清掃センター 2000 3 130 3

51 いわき市 北部清掃センター 1980 9 150 2
52 会津若松地方広域市町村圏整備組合 ごみ焼却処理施設 1988 12 75 3

53 田村広域行政組合 田村西部環境センター 2006 6 40 1
54 安達地方広域行政組合 もとみやクリーンセンター 2003 3 40 2

55 水戸市 小吹清掃工場 1984 7 130 3
56 日立市 日立市清掃センター 2001 3 100 3

57 土浦市 清掃センター 1992 3 70 3
58 常陸太田市 常陸太田市清掃センター 2002 2 50 2

59 北茨城市 北茨城市清掃センター 1979 3 90 2
60 つくば市 つくば市クリーンセンター 1997 2 125 3

61 ひたちなか市 勝田清掃センター 1985 3 75 2
62 ひたちなか市 那珂湊清掃センター 1989 3 52.5 2
63 東海村 清掃センター 1992 3 45 2

64 大宮地方環境整備組合 環境センター  1990 3 90 2
65 龍ケ崎地方塵芥処理組合 くりーんプラザ・龍 1999 7 90 2

66 大洗、鉾田、水戸環境組合 クリーンセンター 1992 1 60 2
67 筑西広域市町村圏事務組合 環境センター 2003 3 80 3

68 常総地方広域市町村圏事務組合 常総環境センターごみ焼却施設 1989 6 117 3
69 下妻地方広域事務組合 クリーンポート・きぬ 1997 3 100 2

70 ひたちなか市 （仮称）ひたちなか・東海クリーンセンター 2012 3 110 2

焼却能力
竣工年月施設名称自治体等名No.

t/24h 炉数
71 宇都宮市 クリーンパーク茂原　焼却ごみ処理施設 2001 3 130 3

72 宇都宮市 北清掃センター 1979 3 120 1
73 宇都宮市 南清掃センター 1987 12 140 2

74 足利市 南部クリーンセンター 1983 3 100 3
75 那須地区広域行政事務組合 広域クリーンセンター大田原 2003 3 60 2

76 那須塩原市 那須塩原クリーンセンター 2009 5 70 2
77 栃木地区広域行政事務組合 とちぎクリーンプラザ 2003 3 118.5 2

78 塩谷広域行政組合  塩谷広域環境衛生センター  1990 3 60 2
79 前橋市 六供清掃工場 1991 9 135 3

80 高崎市 高浜クリーンセンター 1989 3 150 3
81 桐生市 桐生市清掃センター 1996 6 150 3
82 太田市 太田市清掃センター （３号炉） 1997 3 150 1

83 太田市 太田市清掃センター （４号炉） 1992 3 85 2
84 藤岡市 藤岡市清掃センター 1986 2 120 2

85 安中市 安中市碓氷川クリーンセンター 1998 3 67.5 2
86 渋川地区広域市町村圏振興整備組合 渋川地区広域圏清掃センター 1993 4 116.25 2

87 沼田市外二箇村清掃施設組合 清掃工場 1974 3 60 2
88 大泉町外二町環境衛生施設組合 大泉町外二町清掃センター 1991 12 97.5 2

89 さいたま市 クリーンセンター大崎　第二工場 1996 3 150 3
90 さいたま市 クリ－ンセンター大崎　第一工場　（１号炉） 1978 9 150 1

91 さいたま市 クリ－ンセンター大崎　第一工場　（２号炉） 1982 10 150 1
92 さいたま市 東部環境センター 1984 7 100 3

93 さいたま市 西部環境センター 1993 2 100 3
94 さいたま市 岩槻環境センター 1987 3 65 2

95 川越市 東清掃センター 1986 11 70 2
96 川口市 戸塚環境センター　西棟　（４号炉） 1990 1 150 1

97 川口市 戸塚環境センター　西棟　（３号炉） 1994 3 150 1
98 所沢市 所沢市東部クリーンセンター 2003 3 115 2
99 飯能市  飯能市クリーンセンター 1982 1 85 2

100 東松山市 クリーンセンター 1977 3 90 2
101 春日部市 豊野環境センター 1994 3 133 3

102 上尾市 西貝塚環境センター 1998 3 100 3
103 朝霞市 クリーンセンター 1994 12 60 2

104 和光市 清掃センター 1990 3 60 2
105 坂戸市 坂戸市西清掃センター 1994 7 40 2

106 ふじみ野市 上福岡清掃センター 1974 12 90 2
107 ふじみ野市 大井清掃センター  1997 1 2.5 1

108 蓮田市白岡町衛生組合 蓮田白岡環境センター 1994 11 90 3
109 加須市 加須クリーンセンター 1998 3 108 2

110 志木地区衛生組合 富士見環境センター 1986 3 90 2
111 志木地区衛生組合 新座環境センター東工場 2003 2 90 1

112 志木地区衛生組合 新座環境センター西工場 1994 9 90 1
113 東埼玉資源環境組合 第一工場ごみ処理施設 1995 9 200 4

114 秩父広域市町村園組合 秩父クリーンセンター 1997 7 75 2
115 児玉郡市広域市町村圏組合 小山川クリーンセンター 2000 3 76 3
116 大里広域市町村圏組合 大里広域市町村圏組合立熊谷衛生センター　第一工場 1980 3 70 2

117 大里広域市町村圏組合 大里広域市町村圏組合立熊谷衛生センター　第二工場 1989 8 90 2
118 大里広域市町村圏組合 大里広域市町村圏組合立深谷清掃センター 1992 3 60 2

119 大里広域市町村圏組合 大里広域市町村圏組合立江南清掃センター 1979 12 50 2
120 埼玉中部環境保全組合 埼玉中部環境センター 1984 3 80 3

121 千葉市 北清掃工場 1996 10 190 3
122 千葉市 北谷津清掃工場 1977 12 150 2

123 千葉市 新港清掃工場 2002 12 135 3
124 市川市 市川市クリーンセンター 1994 3 200 3

125 船橋市 南部清掃工場 1989 8 125 3
126 松戸市 クリーンセンター 1980 11 100 2

127 松戸市 和名ヶ谷クリーンセンター 1995 10 100 3
128 柏市 柏市第二清掃工場 2005 3 125 2

129 市原市 福増クリーンセンター第一工場 1984 6 100 3
130 八千代市 清掃センター　（３号炉） 2001 3 100 1

131 我孫子市 我孫子市クリーンセンター　（１号炉） 1973 3 90 1
132 我孫子市 我孫子市クリーンセンター　（２号炉) 1992 10 105 1
133 八街市 八街市クリーンセンター 2003 9 62.5 2

134 東金市外三市町清掃組合 東金市外三市町環境クリーンセンター 1998 4 70 3
135 長生郡市広域市町村圏組合 環境衛生センター ごみ処理場（1,2号炉） 1999 3 72 2

136 長生郡市広域市町村圏組合 環境衛生センター ごみ処理場（3号炉） 1996 3 81 1
137 印西地区環境整備事業組合 印西クリーンセンター　（１・２号炉） 1986 3 100 2

138 印西地区環境整備事業組合 印西クリーンセンター　（３号炉） 1999 3 100 1
139 八王子市 戸吹清掃工場 1998 3 100 3

140 八王子市 北野清掃工場 1994 9 100 1

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力
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■ストーカ式焼却方式③                                ■ストーカ式焼却方式④ 

 

          

  

t/24h 炉数
141 立川市 立川市清掃工場　（１・２号炉） 1979 10 90 2

142 立川市 立川市清掃工場　（３号炉） 1997 3 100 1
143 武蔵野市 武蔵野クリーンセンター 1984 10 65 3

144 三鷹市 三鷹市環境センター 1984 12 65 3
145 昭島市 昭島市清掃センター 1995 10 95 2

146 日野市 日野市クリーンセンター 1987 3 110 2

147 東村山市 秋水園 1981 10 75 2
148 国分寺市 清掃センター 1985 11 70 2

149 柳泉園組合 柳泉園クリーンポート 2001 12 105 3
150 多摩川衛生組合 クリーンセンター多摩川 1998 3 150 3

151 小平・村山・大和衛生組合 ３号ごみ焼却施設 1975 3 150 1
152 小平・村山・大和衛生組合 ４・５号ごみ焼却施設 1986 11 105 2

153 西秋川衛生組合 高尾清掃センター 1978 3 75 2
154 多摩ニュータウン環境組合 多摩清掃工場 1998 3 200 2

155 東京二十三区清掃一部事務組合 大田清掃工場　第一工場 1990 3 200 3
156 東京二十三区清掃一部事務組合 江戸川清掃工場 1997 1 300 2

157 東京二十三区清掃一部事務組合 墨田清掃工場 1998 1 600 1
158 東京二十三区清掃一部事務組合 北清掃工場 1998 3 600 1

159 東京二十三区清掃一部事務組合 新江東清掃工場 1998 9 600 3
160 東京二十三区清掃一部事務組合 港清掃工場 1999 1 300 3

161 東京二十三区清掃一部事務組合 中央清掃工場 2001 7 300 2
162 東京二十三区清掃一部事務組合 板橋清掃工場 2002 11 300 2

163 東京二十三区清掃一部事務組合 多摩川清掃工場 2003 6 150 2
164 東京二十三区清掃一部事務組合 足立清掃工場 2005 3 350 2

165 東京二十三区清掃一部事務組合 品川清掃工場 2006 3 300 2

166 東京二十三区清掃一部事務組合 葛飾清掃工場 2006 12 250 2
167 東京二十三区清掃一部事務組合 杉並清掃工場 1982 12 300 3

168 東京二十三区清掃一部事務組合 光が丘清掃工場 1983 9 150 2
169 東京二十三区清掃一部事務組合 目黒清掃工場 1991 3 300 2

170 東京二十三区清掃一部事務組合 有明清掃工場 1994 7 200 2
171 東京二十三区清掃一部事務組合 千歳清掃工場 1996 3 600 1

172 ふじみ衛生組合 （仮称）ふじみ衛生組合新ごみ処理施設 2013 3 144 2
173 横浜市 保土ケ谷工場 1980 6 400 3

174 横浜市 都筑工場 1984 3 400 3
175 横浜市 鶴見工場 1995 3 400 3

176 横浜市 旭工場 1999 3 180 3
177 横浜市 金沢工場 2001 3 400 3

178 川崎市 浮島処理センター 1995 9 300 3
179 川崎市 堤根処理センター 1979 3 300 2

180 川崎市 橘処理センター 1974 12 200 3
181 川崎市 王禅寺処理センター 1986 3 150 3

182 横須賀市 横須賀市南処理工場 1983 9 200 3
183 鎌倉市 今泉クリーンセンター 1973 5 75 1

184 鎌倉市 名越クリーンセンター 1982 1 75 2

185 藤沢市 北部環境事業所　（１号炉） 2007 3 150 1
186 藤沢市 北部環境事業所　（２号炉) 1974 10 150 1

187 小田原市 環境事業センター　（１・２号炉） 1979 9 90 2
188 小田原市 環境事業センター　（３・４号炉） 1991 3 75 2

189 茅ヶ崎市 環境事業センター 1995 9 120 3
190 逗子市 清掃センターじん芥処理場 1981 10 70 2

191 相模原市 北清掃工場 1991 12 150 3
192 大和市 環境管理センター 1994 3 150 3

193 秦野市伊勢原市環境衛生組合 伊勢原清掃工場　90ｔ/日焼却施設（３号炉） 1985 10 90 1
194 秦野市伊勢原市環境衛生組合 伊勢原清掃工場　180ｔ/日焼却施設（１号炉） 1976 6 90 1

195 秦野市伊勢原市環境衛生組合 伊勢原清掃工場　180t/日焼却施設（２号炉） 1976 6 90 1
196 秦野市伊勢原市環境衛生組合 クリーンセンター建設工事（熱回収施設） 2012 9 100 2

197 新潟市 白根グリーンタワー 1994 10 75 2
198 長岡市 寿クリーンセンターごみ焼却施設 1998 3 80 2

199 三条市 三条市清掃センター第2ごみ焼却処理施設 1981 3 75 2
200 上越市 第１クリーンセンター 1988 11 70 2

201 佐渡市  佐渡クリーンセンター  1998 5 60 2
202 小千谷地域広域事務組合  時水清掃工場  1990 2 60 2

203 五泉地域衛生施設組合  ごみ焼却場  1985 3 75 2

204 新潟市 新潟新田清掃センター 2012 3 110 3
205 高岡市 環境クリーン工場 1980 3 90 3

206 富山地区広域圏事務組合 富山地区広域圏クリーンセンター 2003 3 270 3
207 金沢市 西部クリーンセンター 1980 9 175 2

208 金沢市 西部クリーンセンター（仮称） 2012 3 170 2
209 金沢市 東部クリーンセンター 1991 3 125 2

210 白山石川広域事務組合 松任石川環境クリーンセンター 1999 2 80 3

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力

t/24h 炉数
211 福井坂井地区広域市町村圏事務組合 清掃センター 1995 9 74 3

212 南越清掃組合 第1清掃センター 1984 10 75 2
213 富士吉田市 富士吉田市環境美化センター　ごみ処理施設 2003 3 85 2

214 大月都留広域事務組合 一般廃棄物処理施設 2003 3 52 2
215 中巨摩地区広域事務組合 清掃センター 1997 2 90 3

216 長野市 清掃センター 1982 1 150 3

217 諏訪市 諏訪市清掃センター 1987 3 60 2
218 葛尾組合  焼却施設  1979 3 80 2

219 上田地域広域連合 上田クリーンセンター 1986 3 100 2
220 岳北広域行政組合 エコパーク寒川 2009 （稼動）4 17.5 2

221 北信保健衛生施設組合 東山クリーンセンター 1998 3 65 2
222 松本西部広域施設組合 松本クリーンセンター 1999 3 150 3

223 岐阜市 岐阜市掛洞プラント 1979 3 150 1
224 高山市 資源リサイクルセンター　清掃工場 1986 3 50 2

225 可茂衛生施設利用組合 ささゆりクリーンパーク 1999 3 80 3
226 岐阜県山県市 山県市クリーンセンター 2010 3 18 2

227 静岡市 沼上清掃工場 1995 7 200 3
228 静岡市 西ケ谷清掃工場 1983 3 200 2

229 浜松市 北部清掃工場 1974 3 90 4
230 浜松市 南部清掃工場 1996 3 150 3

231 浜松市 浜北清掃センター 1986 3 90 2（うち 1炉は休炉）

232 沼津市 沼津市清掃プラント 1976 10 150 2

233 伊東市 環境美化センター 1984 10 100 2
234 富士市 環境クリーンセンター 1986 9 150 2

235 磐田市 磐田市クリーンセンター 1982 5 90 2

236 磐田市 （仮称）磐田市新クリーンセンター 2011 2 112 2
237 函南町  函南町ごみ焼却場リサイクルプラザ  2000 3 52.5 2

238 牧之原市御前崎市広域施設組合  環境保全センター  1992 3 70.5 2
239 富士宮市芝川町厚生施設組合 清掃センター 1994 8 120 2

240 志太広域事務組合 一色清掃工場 1994 8 120 1
241 志太広域事務組合 高柳清掃工場 1984 3 85 3

242 名古屋市 猪子石工場 2002 3 300 2
243 名古屋市 南陽工場 1997 3 500 3

244 名古屋市 五条川工場 2004 7 280 2
245 豊橋市 資源化センター　（３号炉） 1991 2 150 1

246 岡崎市 中央クリーンセンター 1989 4 120 2
247 岡崎市 八帖クリーンセンター　ごみ処理施設　（２号炉） 1973 5 150 1

248 岡崎市 八帖クリーンセンター　ごみ処理施設　（１号炉） 1996 2 100 1
249 一宮市 一宮市環境センター 1998 3 150 3

250 半田市 半田市クリーンセンター 1991 2 75 2
251 春日井市 春日井市クリーンセンター　第１工場 1991 2 130 2

252 春日井市 春日井市クリーンセンター  第２工場 2002 9 140 2
253 豊田市 豊田市藤岡プラント　（３号炉） 1994 9 90 1

254 安城市 安城市環境クリーンセンター 1997 3 120 2

255 犬山市 犬山市都市美化センター 1983 3 67.5 2
256 稲沢市 稲沢市環境センター 2000 3 60 3

257 新城市 新城市クリーンセンター 2000 3 30 2
258 東海市 清掃センター 1995 11 80 2

259 東部知多衛生組合 東部知多クリーンセンター 1989 3 80 3
260 衣浦衛生組合 クリーンセンター衣浦 1995 9 95 2

261 常滑武豊衛生組合 常滑武豊衛生組合クリーンセンター（クリーンセンター常武） 1990 2 75 2
262 豊川宝飯衛生組合 清掃工場　（１・３号炉） 1992 3 67 2

263 尾張東部衛生組合 晴丘センター 1992 3 150 2
264 海部地区環境事務組合 八穂クリーンセンター 2002 5 110 3

265 小牧岩倉衛生組合 環境センター 1984 3 150 2
266 知多南部衛生組合 知多南部クリーンセンター 1998 3 56.25 2

267 刈谷知立環境組合 クリーンセンター 1986 2 120 2
268 北名古屋衛生組合 環境美化センター　(１号炉) 1973 4 90 1

269 北名古屋衛生組合 環境美化センター　(２号炉) 1982 3 90 1
270 尾三衛生組合 東郷美化センター 1997 11 100 2

271 津市 津市西部クリーンセンター　（１号炉） 1979 5 120 1
272 津市 津市西部クリーンセンター　（２号炉） 2002 3 120 1

273 津市 津市クリーンセンターおおたか 1998 11 97.5 2

274 四日市市 北部清掃工場　（１・２号炉） 1973 3 150 2
275 四日市市 北部清掃工場　（３号炉） 1987 12 150 1

276 松阪市 松阪市第二清掃工場 1984 3 100 2
277 鈴鹿市 清掃センター 2003 12 90 3

278 伊勢広域環境組合 伊勢広域環境組合 可燃ごみ処理施設 1996 3 120 2
279 大津市 北部クリーンセンター 1989 3 85 2

280 草津市  草津市立クリーンセンター  1997 3 75 3

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力
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■ストーカ式焼却方式⑤                                ■ストーカ式焼却方式⑥ 

 

          

  

t/24h 炉数
281 栗東市 栗東市環境センター 2003 3 38 2

282 野洲市 野洲クリーンセンター 1981 12 45 2
283 湖北広域行政事務センター クリスタルプラザ　ごみ焼却処理施設 1999 3 84 2

284 京都市 東部クリーンセンター 1980 9 200 3
285 京都市 南部クリーンセンター　第一工場 1986 6 300 2

286 京都市 京都市北部クリーンセンター 2007 1 200 2

287 京都市 東北部クリーンセンター 2001 3 350 2
288 福知山市 環境パーク（ごみ焼却施設 ） 2000 1 75 2

289 宮津市 宮津市清掃工場 1992 3 37.5 2
290 亀岡市  亀岡市桜塚クリーンセンター  1997 3 60 3

291 京丹後市 京丹後市峰山クリーンセンター 2002 3 21t／ 24h×2炉＋24ｔ／24ｈ×1炉 3
292 城南衛生管理組合 折居清掃工場 1986 3 115 2

293 城南衛生管理組合 クリーン21長谷山 2006 10 120 2
294 京都府乙訓環境衛生組合 グリーンプラザおとくに 1995 3 75 2

295 京都府乙訓環境衛生組合 グリーンプラザおとくに 2002 4 75 1
296 大阪市 住之江工場 1988 7 300 2

297 大阪市 八尾工場 1995 3 300 2
298 大阪市 鶴見工場 1990 3 300 2

299 大阪市 大正工場 1980 7 300 2
300 大阪市 森之宮工場 1969 2 300 3

301 大阪市 西淀工場 1995 3 300 2
302 大阪市 舞洲工場 2001 4 450 2

303 大阪市 平野工場 2003 3 450 2
304 堺市 クリーンセンター東工場第二工場 1997 3 230 2

305 堺市 クリーンセンター東工場第一工場 1977 3 150 2

306 堺市 クリーンセンター南工場 1973 3 150 3
307 池田市 クリーンセンター 1983 9 60 3

308 高槻市 前島クリーンセンター　（第二工場） 1995 9 180 2
309 高槻市 前島クリーンセンター　（第一工場） 1980 6 150 3

310 守口市 クリーンセンター　（４号炉） 1988 3 142 1
311 枚方市 枚方市穂谷川清掃工場　第３プラント 1988 3 200 1

312 枚方市 枚方市東部清掃工場 2008 12 120 2
313 寝屋川市 寝屋川市クリーンセンター 1980 9 180 2

314 門真市 環境センター　（４号炉) 1989 3 144 1
315 門真市 環境センター　（５号炉） 1996 3 156 1

316 摂津市 環境センター　（３号炉) 1983 11 90 1
317 摂津市 環境センター　（４号炉) 1993 9 90 1

318 豊中市伊丹市クリーンランド ごみ焼却施設　（１～３号炉） 1975 5 225 3
319 豊中市伊丹市クリーンランド ごみ焼却施設　（４号炉） 1995 3 195 1

320 泉北環境整備施設組合 泉北クリーンセンター　（５号炉） 1991 3 150 1
321 泉北環境整備施設組合 泉北クリーンセンター　（１・２号炉） 2003 3 150 2

322 柏羽藤環境事業組合 柏羽藤クリーンセンター 1992 3 150 3
323 泉佐野市田尻町清掃施設組合 第2事業所 1986 3 80 3

324 東大阪都市清掃施設組合 第二工場 1975 3 200 3

325 東大阪都市清掃施設組合 第一工場 1981 3 300 2
326 四條畷市交野市清掃施設組合 ごみ焼却施設（１号炉） 1967 7 90 1

327 四條畷市交野市清掃施設組合 ごみ焼却施設（２号炉） 1973 4 90 1
328 岸和田市貝塚市清掃施設組合 岸和田市貝塚市クリーンセンター 2007 3 177 3

329 南河内環境事業組合 第１清掃工場 1985 7 150 2
330 泉南清掃事務組合 泉南清掃工場 1986 3 95 2

331 大阪市 東淀工場 2010 3 200 2
332 吹田市 吹田市資源循環エネルギーセンター 2010 3 240 2

333 神戸市 東クリーンセンター 2000 3 300 3
334 神戸市 港島クリーンセンター 1984 3 150 3

335 神戸市 苅藻島クリーンセンター 1990 3 200 3
336 神戸市 西クリーンセンター 1995 1 200 3

337 姫路市 市川美化センター 1992 3 165 2
338 姫路市 南部美化センター 1984 2 150 2

339 尼崎市 クリーンセンター　第１工場第２機械炉　（２号炉） 2000 3 150 1
340 尼崎市 クリーンセンター　第１工場第２機械炉　（１号炉） 1990 2 195 1

341 尼崎市 クリーンセンター  第２工場 2005 3 240 2
342 明石市 明石クリーンセンター 1999 3 160 3

343 西宮市 西部総合処理センター 1997 8 175 3

344 西宮市 西部工場 1983 11 120 2
345 芦屋市 芦屋市環境処理センター 1996 3 115 2

346 豊岡市 豊岡市立豊岡清掃センター 1990 2 70 2
347 宝塚市 宝塚市クリーンセンター 1988 10 160 2

348 三田市 クリーンセンター 1992 3 105 2
349 篠山市 篠山清掃センター 2002 12 40 2

350 播磨町  播磨町塵芥処理センター  1992 3 45 2

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力

t/24h 炉数
351 猪名川上流広域ごみ処理施設組合 国崎クリーンセンター 2009 3 117.5 2

352 西宮市 東部総合処理センター 2012 12 140 2
353 にしはりま環境事務組合 熱回収施設・リサイクル施設建設工事 2013 3 44.5 2

354 奈良市 環境清美工場 1985 8 120 4
355 大和高田市 クリーンセンター 1986 3 75 2

356 天理市 天理市環境クリーンセンター 2000 3 110 2

357 橿原市 クリーンセンターかしはら 2005 3 85 3
358 香芝王寺環境施設組合 美濃園 1982 6 75 2

359 和歌山市 青岸エネルギーセンター 1986 3 200 2
360 有田周辺広域圏事務組合 環境センター 2000 3 50 2

361 橋本周辺広域市町村圏組合 橋本周辺広域ごみ処理場（エコライフ紀北） 2009 11 50.5 2
362 鳥取市 神谷清掃工場 1992 1 135 2

363 米子市 米子市クリーンセンター 2002 3 90 3
364 鳥取中部ふるさと広域連合 ほうきリサイクルセンター 1996 3 100 2

365 松江市 北工場 1984 9 100 2
366 松江市 南工場 1993 5 113 1

367 益田地区広域市町村圏事務組合 益田地区広域クリーンセンター 2007 10 31 2
368 岡山市 岡南環境センター 1978 12 110 2

369 倉敷市 水島清掃工場 1994 12 150 2
370 玉野市 東清掃センター　（新） 1978 6 75 2

371 広島市 中工場 2003 12 200 3
372 広島市 安佐北工場 1990 3 100 2

373 広島市 南工場 1988 5 150 2
374 福山市 西部清掃工場 1980 8 75 2

375 広島中央環境衛生組合 賀茂環境衛生センター　（３号炉） 1998 6 150 1

376 広島中央環境衛生組合 賀茂環境衛生センター　（１・２号炉） 1985 10 75 2
377 広島市 安佐南工場焼却施設 2013 3 200 2

378 下関市 下関市環境部奥山工場 1987 8 220 1
379 下関市 下関市環境部奥山工場 2002 11 180 1

380 山口市 山口市清掃工場（中部クリーンセンター） 1998 3 110 2
381 防府市 クリーンセンター 1982 5 90 2

382 岩国市 岩国市ごみ処理施設　岩国市第一工場 1992 3 65 3
383 山陽小野田市 環境衛生センター 1982 2 60 2

384 周東環境衛生組合  清掃センター  1986 10 46 2
385 徳島市 西部環境事業所 1991 2 90 2

386 徳島市 東部環境事業所 1979 8 95 2
387 阿南市 阿南市クリーンセンター 1990 11 60 2

388 三観広域行政組合 クリーンセンター 1986 3 65 2
389 坂出・宇多津広域行政事務組合  角山環境センター  1985 9 82.5 2

390 高松市 西部クリーンセンター 1988 3 140 2
391 松山市 西クリーンセンター 1982 3 150 2

392 松山市 南クリーンセンター 1994 3 100 3
393 今治市 今治クリーンセンター 1988 3 100 2

394 宇和島市 環境センター 1984 10 60 2

395 八幡浜市  八幡浜南環境センター  1997 3 42 2
396 新居浜市 新居浜市清掃センター 2003 3 67 3

397 松山市 (仮称)松山市新西クリーンセンター 2013 3 140 3
398 高知市 高知市清掃工場 2002 3 200 3

399 高吾北広域町村事務組合 高吾北清掃センター 1993 9 60 2
400 香南清掃組合 ごみ焼却施設 1991 10 80 2

401 高知中央西部焼却処理事務組合 北原クリーンセンター 1998 3 60 2
402 北九州市 皇后崎工場 1998 7 270 3

403 北九州市 日明工場 1991 3 200 3
404 （株）福岡クリーンエナジー 東部工場 2005 7 300 3

405 福岡市 南部工場 1981 3 300 2
406 福岡市 西部工場 1992 3 250 3

407 福岡市 臨海工場 2001 3 300 3
408 久留米市 久留米市上津クリーンセンター 1993 2 100 3

409 長崎市 長崎市東工場 1988 3 150 2
410 佐世保市 西部クリーンセンター 1977 2 120 2

411 佐世保市 東部クリーンセンター 2001 1 100 2
412 熊本市 東部環境工場 1994 3 300 2

413 熊本市 西部環境工場 1986 3 225 2

414 八代市 八代市清掃センター 1975 6 75 2
415 菊池環境保全組合 東部清掃工場 1994 7 67.5 2

416 山鹿・植木広域行政事務組合 クリーンセンター 1992 3 60 2
417 人吉球磨広域行政組合 人吉球磨クリーンプラザ 2002 11 45 2

418 大分市 福宗環境センター清掃工場 1997 3 146 3
419 別杵速見地域広域市町村圏事務組合 藤ヶ谷清掃センター　（１・２号炉） 1978 6 75 2

420 別杵速見地域広域市町村圏事務組合 藤ヶ谷清掃センター　（３号炉） 1988 10 120 1

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力
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t/24h 炉数
421 財団法人　宮崎県環境整備公社 エコクリーンプラザみやざき 2005 10 193 3
422 都城市 都城清掃工場 1982 9 100 2

423 延岡市 延岡市清掃工場 2009 3 109 2
424 日向東臼杵南部広域連合 清掃センター 1991 3 80 2
425 日向東臼杵南部広域連合 清掃センター 1991 3 80 2

426 鹿児島市 北部清掃工場 2007 3 265 2
427 鹿児島市 南部清掃工場 1994 3 150 2
428 薩摩川内市 川内クリーンセンター 1994 12 67.5 2

429 姶良市 あいら清掃センター 2009 3 37 2
430 浦添市 浦添市クリーンセンター 1982 12 75 2
431 東部清掃施設組合 清掃工場 1985 3 49 2

432 糸満市・豊見城市清掃施設組合 糸豊環境美化センター 1998 3 100 2
433 那覇市・南風原町環境施設組合 那覇・南風原クリーンセンター 2006 3 150 3

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力
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■流動床式焼却方式① 

 

 
 

■流動床式焼却方式② 

 

 

 

 

 

 

      

t/24h 炉数
1 北見市 北見市廃棄物処理場 2001 3 55 3

2 登別市 クリンクルセンター 2000 3 61.5 2
3 八戸地域広域市町村圏事務組合 八戸清掃工場　第一工場 1996 7 150 2

4 一関地区広域行政組合 大東清掃センター 1999 9 40 2
5 宮古地区広域行政組合 宮古清掃センター 1994 7 93 2

6 大崎地域広域行政事務組合 大崎広域中央クリーンセンター 1988 3 60 2
7 久喜宮代衛生組合 八甫清掃センター 1988 3 52.5 2

8 蕨戸田衛生センター組合 蕨戸田衛生センター ごみ処理施設 1992 3 90 3

9 銚子市 清掃センター 1986 9 82.5 2
10 船橋市 北部清掃工場 1992 3 145 3

11 柏市 柏市清掃工場 1991 3 100 3
12 市原市 福増クリーンセンター第二工場 1994 10 110 2

13 八千代市 清掃センター　（１・２号炉） 1988 9 60 2
14 浦安市 浦安市クリーンセンター 1995 3 90 3

15 四街道市  四街道市クリーンセンター  1992 3 82.5 2
16 佐倉市酒々井町清掃組合 酒々井リサイクル文化センター　（Ａ・Ｂ系炉） 1987 3 60 2

17 佐倉市酒々井町清掃組合 酒々井リサイクル文化センター　（Ｃ系炉） 1990 3 100 1
18 佐倉市酒々井町清掃組合 酒々井リサイクル文化センター　（Ｄ系炉） 2005 3 100 1

19 町田市 町田リサイクル文化センター　（２・３号炉） 1982 5 150 2
20 町田市 町田リサイクル文化センター　（４号炉） 1994 8 176 1

21 西多摩衛生組合 西多摩衛生組合環境センター 1998 3 160 3
22 東京二十三区清掃一部事務組合 豊島清掃工場 1999 6 200 2

23 東京二十三区清掃一部事務組合 渋谷清掃工場 2001 7 200 1
24 東京二十三区清掃一部事務組合 破砕ごみ処理施設 1992 7 180 1

25 平塚市 環境事業センター 1988 3 98 3
26 藤沢市 石名坂環境事業所 1984 3 130 3

27 厚木市 厚木市環境センター 1987 11 109 3
28 愛川町  愛川町美化プラント  1990 3 42 2

29 高座清掃施設組合 第２清掃処理場　（１号炉） 1984 3 150 1
30 高座清掃施設組合 第２清掃処理場　（２号炉） 1992 3 200 1

31 新潟市 新田清掃センター 1986 10 120 3
32 新潟市 亀田清掃センター 1997 3 130 3

33 新潟市 新津クリーンセンター 1995 12 72 2

34 長岡市 鳥越クリーンセンター 1986 3 75 2
35 柏崎市 クリーンセンターかしわざき 1992 4 80 2

36 射水市 射水市クリーンピア射水 2003 3 46 3
37 加賀市 加賀ごみ処理施設 1996 3 80 2

38 福井市 福井市クリーンセンター 1991 3 115 3
39 甲府市 環境センター 1995 8 120 3

40 佐久市･軽井沢町清掃施設組合 佐久クリーンセンター 1984 3 60 2
41 岐阜市 岐阜市東部クリーンセンター 1998 3 150 3

42 大垣市 クリーンセンター 1996 3 80 3
43 岐阜羽島衛生施設組合 衛生センターごみ処理施設 1995 3 60 3

44 西濃環境整備組合 西濃環境保全センター 1991 3 90 2
45 三島市 三島市清掃センター 1989 10 90 2

46 湖西市 環境センター 1998 7 60 2
47 江南丹羽環境管理組合 環境美化センター 1982 10 75 2

48 西尾幡豆広域連合 西尾幡豆クリーンセンター 2000 3 65 3
49 三重県企業庁 三重ごみ固形燃料発電所 2002 12 120 2

50 大津市 大津市環境美化センター 1988 3 90 2
51 箕面市 環境クリーンセンター 1992 1 135 2

52 忠岡町 忠岡町クリーンセンター 1986 3 30 2
53 熊取町 熊取町環境センター 1992 3 61.5 1

54 岬町 岬町美化センター 1986 3 50 1
55 加古川市 加古川市新クリーンセンター 2003 3 144 3

56 大和郡山市 大和郡山市清掃センター 1985 11 60 3
57 生駒市 清掃センター 1991 3 110 2

58 和歌山市 青岸クリーンセンター 1998 3 160 2
59 岡山市 東部クリーンセンター 2001 7 150 3

60 倉敷西部清掃施設組合 倉敷西部清掃施設組合清掃工場 1998 3 90 2

61 総社広域環境施設組合 吉備路クリーンセンター 1997 3 90 2
62 広島市 佐伯工場　（２・３系） 1984 12 45 2

63 広島市 佐伯工場　（１系） 1980 12 45 1
64 呉市 クリーンセンターくれ 2003 3 127 3

65 周南地区衛生施設組合 恋路クリーンセンター 1995 9 110 3
66 中讃広域行政事務組合 クリントピア丸亀 1997 3 130 2

67 西条市 道前クリーンセンター 1991 10 100 2
68 唐津市 唐津市清掃センター 1997 3 50 3

69 南薩地区衛生管理組合 内鍋清掃センター 1997 2 56.25 2
70 中城村北中城村清掃事務組合 青葉苑 2003 5 20 2

71 大牟田リサイクル発電（株） 大牟田リサイクル発電所 2002 12 315 1

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力

t/24h 炉数
1 根室北部廃棄物処理広域連合 根室北部広域ごみ処理施設 2007 2 31 2

2 釧路広域連合   釧路広域連合清掃工場 2006 3 120 2
3 中部上北広域事業組合 中部上北清掃センター 2000 10 30 2

4 石巻地区広域行政事務組合 石巻広域クリーンセンター 2003 2 115 2

5 鹿角広域行政組合 ごみ焼却施設 2002 12 30 2
6 酒田地区広域行政組合 ごみ処理施設 2002 3 98 2

7 さしま環境管理事務組合 さしまクリーンセンター寺久 2008 3 103 2
8 佐野市 みかもクリーンセンター（ごみ焼却処理施設） 2007 3 64 2

9 川越市 川越市資源化センター（熱回収施設） 2010 3 132.5 2
10 川口市 朝日環境センター 2002 11 140 3

11 流山市 流山市クリーンセンター 2004 2 69 3
12 東京二十三区清掃一部事務組合 世田谷清掃工場 2007 12 150 2

13 相模原市 （仮称）新南清掃工場【平成２２年３月１５日竣工以降の名称は南清 2010 3 175 3
14 三条市 三条市新ごみ処理施設 2012 6 80 2

15 大野・勝山地区広域行政事務組合 ごみ処理施設(ビュークリーンおくえつ） 2006 6 42 2
16 南信州広域連合 桐林クリーンセンター 2003 3 46.5 2

17 中津川市 中津川環境センター 2004 3 49 2

18 郡上市 郡上クリーンセンター（ごみ処理施設） 2006 4 37.5 2
19 南濃衛生施設利用事務組合 養老ドリームパーク　清掃センター 2009 1 40 2

20 中濃地域広域行政事務組合 クリーンプラザ中濃 2003 3 56 3
21 豊田市 豊田市渡刈クリーンセンター 2007 3 135 3

22 伊賀南部環境衛生組合 伊賀南部クリーンセンター 2009 2 47.5 2
23 高島市 高島市環境センター 2003 3 37.5 2

24 高砂市 美化センター 2003 3 97 2
25 桜井市 桜井市グリーンパーク 2002 11 75 2

26 岩出市 (仮称)岩出クリーンセンター 2008 12 30 2
27 安芸地区衛生施設管理組合 安芸クリーンセンター 2002 11 65 2

28 宇部市 宇部市環境保全センター 2003 3 66 3
29 鳴門市 鳴門市クリーンセンター 2008 3 35 2

30 高松市 南部クリーンセンター 2004 3 100 3

31 対馬市 対馬クリーンセンター 2003 3 30 2
32 五島市 五島市福江清掃センター 2003 3 29 2

33 有明広域行政事務組合 クリーンパークファイブ 2006 5 25 2
34 大隅肝属広域事務組合 肝属地区清掃センター 2008 3 64 2

35 倉浜衛生施設組合 2010 3 103 3

No. 自治体等名 施設名称 竣工年月
焼却能力
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１炉あたりの

処理能力

（ｔ／日）

●新日鉄エンジニアリング（株） ２６件

1 釜石市 50 2 1979年 08月

2 茨木市 150 2 1996年 03月

3 香川県東部清掃施設組合 65 3 1997年 03月

4 揖龍保健衛生施設事務組合 60 2 1997年 03月

5 飯塚市 90 2 1998年 03月

6 茨木市 150 1 1999年 03月

7 亀山市 40 2 2000年 03月

8 糸島地区消防厚生施設組合 100 2 2000年 03月

9 秋田市 200 2 2002年 03月

10 ㈱かずさクリーンシステム 100 2 2002年 04月

11 巻町外三ヶ町村衛生組合 120 1 2002年 04月

12 滝沢村 50 2 2002年 10月

13 高知西部環境施設組合 70 2 2002年 11月

14 習志野市 69 3 2003年 03月

15 豊川宝飯衛生組合 65 2 2003年 03月

16 西濃環境整備組合 90 1 2004年 03月

17 島田市・北榛原地区衛生消防組合 74 2 2006年 03月

18 北九州市 240 3 2006年 03月

19 袋井市森町広域行政組合 66 2 2008年 03月

20 名古屋市 265 2 2009年 07月

21 静岡市 250 2 2010年 03月

22 姫路市 134 3 2010年 03月

23 松江市 85 3 2010年 03月

24 岩手沿岸南部広域環境組合 82.5 2 2011年 03月

25 岡崎市 190 2 2011年 04月

26 堺市 225 2 2013年 03月

●ＪＦＥエンジニアリング（株） ９件

1 日高中部衛生施設組合 19 2 2003年 02月

2 盛岡・紫波地区環境施設組合 80 2 2003年 03月

3 各務原市 64 3 2003年 03月

4 甘木･朝倉･三井環境施設組合 60 2 2003年 03月

5 佐伯地域広域市町村圏事務組合 55 2 2003年 03月

6 福山リサイクル発電（株） 314 1 2004年 02月

7 安芸広域市町村圏事務組合 40 2 2005年 03月

8 浜田地区広域行政組合 49 2 2006年 11月

9 筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 125 2 2008年 03月

●（株）川崎技研 ４件

1 南魚沼郡広域事務組合 55 2 2004年 03月

2 中部北環境施設組合 83 2 2004年 03月

3 北遠地区広域市町村圏組合 18 2 2005年 05月

4 日光市 67.5 2 2010年 07月

5 成田市 106 2 2011年 12月

●日立金属（株） ２件

1 株式会社　エコバレー歌志内 82.5 2 2002年 09月

2 美浜・三方環境衛生組合 22 1 2003年 03月

稼働年月日炉数
プラントメーカ

シャフト炉式ガス化溶融炉

１炉あたりの

処理能力

（ｔ／日）

●三井造船（株） ７件

1 八女西部広域事務組合 110 2 2000年 03月

2 豊橋市 200 2 2002年 03月

3 江別市 70 2 2002年 11月

4 西いぶり廃棄物処理広域連合 105 2 2003年 03月

5 峡北広域行政事務組合 80 2 2003年 03月

6 古賀市外1市4町じん芥処理組合 130 2 2003年 03月

7 浜松市 150 3 2009年 03月

●（株）タクマ ４件

1 渡島廃棄物処理広域連合 63 2 2003年 03月

2 国分地区衛生管理組合 81 2 2003年 03月

3 掛川市・菊川町及び小笠町衛生施設組合 70 2 2005年 09月

4 常総地方広域市町村圏事務組合 86 3 2011年 04月

●ＩＨＩ・クボタＪＶ ２件

1 （財）三重県環境保全事業団 80 3 2002年 12月

2 知多市 65 2 2003年 03月

稼働年月日炉数
プラントメーカ

キルン式ガス化溶融炉

 

■シャフト炉式ガス化溶融炉                          ■流動床式ガス化溶融炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■キルン式 ガス化溶融炉                            ■ガス化改質式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１炉あたりの

処理能力

（ｔ／日）

●荏原環境プラント（株） ８件

1 酒田地区クリーン組合 98 2 2002年 03月

2 川口市 140 3 2002年 11月

3 宇部市 66 3 2002年 11月

4 南信州広域連合 47 2 2003年 03月

5 中濃地域広域行政事務組合 56 3 2003年 03月

6 流山市 69 3 2004年 02月

7 中部清掃組合 60 3 2007年 03月

8 倉浜衛生施設組合 103 3 2010年 03月

●（株）神鋼環境ソリューション ７件

1 中津川・恵北環境施設組合 49 2 2004年 03月

2 大野・勝山広域行政事務組合 42 2 2006年 03月

3 根室北部廃棄物処理広域連合 31 2 2006年 04月

4 さしま環境管理事務組合 103 2 2008年 03月

5 川越市 132.5 2 2010年 03月

6 相模原市 175 3 2010年 03月

7 岩出市 30 2 2008年 12月

●日立造船（株） ６件

1 桜井市 75 2 2002年 11月

2 福江市 29 2 2002年 12月

5 佐野市 64 2 2006年 03月

4 有明広域行政事務組合 25 2 2006年 05月

6 豊田市 135 3 2007年 04月

7 肝属地区一般廃棄物処理組合 64 2 2008年 03月

●カワサキプラントシステムズ（株） ２件

1 滋賀県湖西広域連合 37.5 2 2004年 03月

2 東京二十三区清掃一部事務組合 150 2 2007年 12月

●三菱重工環境・化学エンジニアリング（株） ２件

1 釧路広域連合 120 2 2008年 03月

2 三条市 80 2 2012年 06月

●バブコック日立（株） １件

1 高砂市 97 2 2004年 03月

●メタウォーター（株）

1 恵南福祉保健衛生施設利用組合 旧ガイシ 25 1 2001年 04月

2 郡山広域連合 旧ガイシ 37.5 2 2006年 03月

3 尾花沢市大石田町環境衛生事業組合 旧ガイシ 30 1 2003年 03月

4 長崎県対馬総町村組合 旧栗本 30 2 2003年 03月

5 鳴門市 旧栗本 35 2 2006年 12月

稼働年月日炉数
プラントメーカー

流動床式ガス化溶融炉

１炉あたりの

処理能力

（ｔ／日）

●ＪＦＥエンジニアリング（株） ３件

1 岡山県倉敷市 185 3 2005年 07月

2 岡山県水島エコワークス 185 3 2005年 07月

3 徳島県中央広域環境施設組合 60 2 2005年 07月

4 長崎県県央県南広域環境組合 100 3 2005年 07月

●三菱マテリアル（株） １件

1 青森県下北地域広域行政事務組合 70 2 2002年 12月

●住友金属（株） １件

1 鳥栖・三養基西部環境施設組合 66 2 2004年 03月

稼働年月日炉数
プラントメーカ

ガス化改質炉
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巻末資料4  高効率ごみ発電施設に係る整理 

 

１．新クリーンセンターで高効率発電は可能か 

・施設規模は 180ｔ/日であるため、交付金交付要件は発電効率 15.5％となる。 

・本施設の処理対象ごみは発熱量が高く、十分可能である。 

基本プロセスフローは図 9 のとおりとなる。こうした処理設備のフローについては、

プラントメーカーへのアンケート調査にて回答をもらうことを予定している。 

また、発電出力及び発電効率についても、同様にプラントメーカーへのアンケート調

査にて回答をもらうことを予定しているが、現段階で仮に試算すると、発電出力 5,300kW

程度、発電効率約 15.5％以上と推算※される。各プラントメーカーのプロセスフローや

水収支等によるため、現時点で一概にはいえないが、これまでの弊社の経験から、排水

クローズド方式を採用した場合でも、交付金交付要件の発電効率は達成できるものと想

定される。 

 

図 9 全体プロセスフロー例 

 

【現段階における発電出力及び発電効率の推算】 

 

排水処理系

ごみピット

生活排水系

復水器蒸気タービン

純水装置

焼却灰系

スラグ系

排ガス

再循環ライン

飛灰処理系

焼却炉

溶融炉
廃熱ボイラ エコノマイザ 減温装置 バグフィルタ 誘引通風機 触媒反応塔 煙突

インプット条件 アウトプット

ごみ発熱量 14,400 kJ/kg ・・・a 発電端効率・・・j 18 ％

=e×f×g×h×i

施設規模 180 T/d ・・・b

発電機出力・・・k 5,300 ｋW
時間当たり処理量 7,500 kg/h ・・・c　　=b÷24×1000 =d×j

時間当たりの入熱量 108,000,000 kJ/h ・・・d　　=a×c

ボイラ蒸気条件 ４MPa、400℃

蒸気タービン型式 抽気復水

ボイラ効率(ηB) 70 ％ ・・・e　（一般的には７０～８２％）

蒸気利用率（ηｓ） 60 ％ ・・・f　（外部熱供給が無い場合は７０～８０％）

タービン効率（ηST) 45 ％ ・・・g　（型式、出力等で多様　４５～７５％）

減速機効率（ηRG) 98 ％ ・・・h　（概ね９８～９９％）

発電機効率（ηG) 96 ％ ・・・i　（概ね９５～９８％）

発電出力の推算



-巻末 18   

２．平成２５年までの時限措置となっているが、いつまでに何をすれば交付対象となるの

か。具体的内容として、環境アセス方法書の作成があるが、対象と考えてよいか。具体

的内容として、環境アセス方法書の作成があるが、対象と考えてよいか。 

・環境省の高効率ごみ発電施設整備マニュアルＱ＆Ａ集（平成 22 年 6 月）により、下記の

とおりとされている。 

Ｑ－３．平成２５年までの時限措置とあるが、平成２５年度中に建設着工が必要か。 

Ａ－３．平成２５年度中に高効率ごみ発電施設整備事業（本体事業）又は施設整備に関す

る計画支援事業の交付決定を受けたものを対象とする。 

・環境アセス方法書の作成が交付要件を満たすことになるのかは、地域計画の提出を通じて

（或いは現時点で）市から県への確認が必要となる。 

 

３．上越市新クリーンセンター同様施設規模での実績 

・三条市 DBO 事業：160t/日（80t/日×2 炉） 

公表されている三条市の地域計画によると、発電効率を 15.5％と推定している（発電量は

公表データなし）。 

 

４．ごみ処理施設で発電された電力は、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する

特別措置（RPS 法）に該当するか 

・該当する。ただし、ＲＰＳ制度は平成 23 年度末に終了し、新制度がスタートする。新制

度におけるバイオマス発電施設の取り扱いについては、現状決定していない。 

・新潟市 DBO 事業、三条市 DBO 事業においては、売電収入、新エネルギー等電気相当量（「RPS 

証書」）の販売に関わる収入は、運営事業者に帰属するものとしている。 
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巻末資料5  灰溶融炉について 

 

灰溶融炉に関する考え方を以下に整理した。 

●ごみ処理に係るダイオキシン類の削減方策について 

（平成 9 年 1 月 28 日付け衛環第 21 号厚生省生活衛生局水道環境部長通知） 

ごみ焼却施設の新設に当たっては、焼却灰・飛灰の溶融固化施設を原則として設置するこ

と。 

 

●ごみ焼却施設の新設時における灰溶融設備の設置について 

（平成 15 年 12 月 16 日付け事務連絡） 

ごみ焼却施設を新設する際には、原則として焼却灰及び飛灰のリサイクル・減量化を図る

ための溶融固化施設を有していることを国庫補助の要件としてきたところです。 

今後、この原則の例外として、溶融固化設備の設置を要しない場合として、下記のとおり

整理しました。 

① 焼却灰をセメントや各種土木資材等として再生利用する場合 

② 最終処分場の残存容量が、概ね 15 年以上確保されている場合 

③ 離島である等、溶融固化設備を整備することが合理的でないと判断できる場合 

 

●環境省所轄の補助金等に係る財産処分承認基準の運用（焼却施設に附帯されている灰溶融

固化設備の財産処分について 

（平成 22 年 3 月 19 日付け環廃対発第 100319001 号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対

策部長） 

1 通知の背景 

(1) ダイオキシン対策の推進に伴う排出削減効果の発現（飛灰及び焼却灰のダイオキシン

濃度の著しい低下）により溶融固化処理の必然性が低下していること。 

(2) ３Ｒの推進により最終処分場の残余年数が増加していること。 

(3) 温室効果ガスの削減は、我が国の環境政策の最重要課題の一つであり、灰溶融固化設

備の廃止による燃料等の削減により温室効果ガスの削減へ寄与すること。 

 

これまでは、溶融処理を必要としない例外規定（①～③の３項目）を除き、ごみ焼却施設の

新設に当たっては、焼却灰・飛灰の溶融固化施設を原則として設置することが補助要件となっ

ていたため、溶融方式が普及してきた背景があった。 

しかし、近年では、ダイオキシン対策の推進に伴う溶融固化処理の必要性の低下や灰溶融設

備に要する燃料等の維持管理コストの負担に対する自治体からの強い要望もあり、環境省は平

成 22 年に溶融設備に係る財産処分通知を出し、溶融設備のあり方に一定の考え方を示している。 

当市でも、汚泥リサイクルパークのガス化溶融炉に多大な維持管理費を要している現状を踏

まえ、新クリーンセンター整備に関しては、環境保全に配慮した施設及び経済性に優れた施設

であることを基本方針とし、ごみ処理方式の選定において焼却＋灰溶融方式を除外することと

する。 

次項以降に、各通知内容を示す。 

添付資料－１：環境省所管の補助金等に係る財産処分承認基準の運用（焼却施設に附帯されて

いる灰溶融固化設備の財産処分）について 

添付資料－２：焼却施設に附帯されている灰溶融固化設備の財産処分について 
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添付資料－１
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添付資料－２
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巻末資料6  排ガス中の水銀量について 

 

排ガス中の水銀量について、以下に整理した。 

 

１．排ガス中水銀量の監視 

・東京二十三区清掃一部事務組合の施設では標準で設置している。 

 

２．排ガス中水銀量の制御方法・実績 

・最も一般的な方法は、湿式洗浄塔内に排ガスを通すことで、キレートによりイオン化水銀

をほぼ捕捉することができる。金属水銀は総水銀の 10％程度であり、この部分が捕捉され

なくとも、各自治体等にて設定しているような自主基準の達成は可能である。 

・乾式では活性炭吸着法があるが、吸着した活性炭の処理をどうするのか決めておく必要が

ある。 

 

３．上越市新ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ同規模程度施設における実績 

・東京二十三区清掃一部事務組合／渋谷清掃工場、200t/d×1 炉 
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巻末資料7  全国の焼却施設における混焼の実績（汚泥及び不燃残渣） 

１．混焼を実施している施設 

「ごみ焼却施設台帳 全連続燃焼方式編 平成 21 年度版（財団法人廃棄物研究財団）」をも

とに、全国の全連続燃焼方式の施設における混焼の実施状況を集計した。 

結果は、表 3 及び図 10 に示すとおり、32% の施設で混焼を実施している。 

 

表 3 全国の全連続燃焼式施設における混焼の実施状況 

 

 

図 10 全国の全連続燃焼式施設における混焼の実施状況 

 

２．上越市新クリーンセンターと同程度の規模の施設における混焼状況 

全国における全連続燃焼方式における混焼を実施している 200 の施設のうち、上越市新ク

リーンセンターと同程度の規模(180t/日 ±50t/日)で抽出すると、63 施設で何らかの混焼を

実施している（表 4 参照）。 

この 63 施設における混焼対象の項目を集計したものを表 2 及び図 2 に示す。 

上越市新クリーンセンターと同規模程度の施設では、60% の施設で汚泥を混焼し、また 52% 

の施設で破砕残渣を混焼しているため、混焼を実施している施設は多くなっている。 

表 4 新クリーンセンターと同規模施設における混焼の項目 

 

 

種類

混焼なし 426 68%

混焼あり 200 32%

計 626 100%

件数(件)

混焼

なし
68%

混焼

あり
32%

混焼項目

汚泥 38 60%

破砕残渣 33 52%

その他 9 14%

※180±50t/日で混焼ありの計63施設

件数(件)
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図 11 新クリーンセンターと同規模施設における混焼の項目 
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年 月 (t/日)

1 札幌市 駒岡清掃工場 1985 11 ○ 600 ○ 破砕後の可燃性粗大ごみ
2 千歳市 環境センター焼却処理場 1990 2 ○ 195 ○ 破砕処理後における可燃ごみ（木くず）
3 登別市 クリンクルセンター 2000 3 ○ 123 ○ ○ 破砕残渣,コンポスト残渣,汚泥 
4 根室北部廃棄物処理広域連合 根室北部広域ごみ処理施設 2007 2 ○ 62
5 日高中部衛生施設組合 日高中部環境センター 2003 3 ○ 38 ○ 破砕可燃物,近隣町からの焼却残さ 
6 西いぶり広域連合 西胆振地域廃棄物広域処理施設 2003 3 ○ 210 ○ 不燃･粗大ごみ処理設備からの破砕選別可燃物 
7 渡島廃棄物処理広域連合 渡島廃棄物処理広域連合　ごみ処理施設 2003 3 ○ 126 ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞからの選別残渣
8 釧路広域連合   釧路広域連合清掃工場 2006 3 ○ 240 ○ 可燃性粗大ごみ,破砕残渣
9 中部上北広域事業組合 中部上北清掃センター 2000 10 ○ 60 ○ し尿汚泥 

10 弘前地区環境整備事務組合 弘前地区環境整備センター 2003 3 ○ 246 ○ 粗大ごみ破砕可燃物 
11 黒石地区清掃施設組合 環境管理センター 2000 3 ○ 120 ○ ○ し尿汚泥･し渣,粗大可燃物
12 下北地域広域行政事務組合 アックス・グリーン 2003 3 ○ 140 ○ 粗大･不燃･資源ごみ処理残さ
13 釜石市 釜石市清掃工場 1979 8 ○ 109 ○ ○ 不燃ごみ,粗大破砕残渣,フロン 
14 宮古地区広域行政組合 宮古清掃センター 1994 7 ○ 186 ○ し尿汚泥,下水汚泥 
15 奥州金ケ崎行政事務組合 胆江地区衛生センター 1994 9 ○ 240 ○ 汚泥（乾燥） 
16 岩手県沿岸南部広域環境組合 岩手県沿岸南部クリーンセンター 2011 3 ○ 147 ○ 破砕処理残渣（不燃・粗大）
17 仙台市 松森工場 2005 8 ○ 600 ○ 資源ごみ選別残さ 
18 秋田市 秋田市総合環境センター焼却施設(3号炉) 1983 9 ○ 200 ○ 家庭ごみ（ガラス製品､陶器類） 
19 秋田市 秋田市総合環境センター溶融施設(1･2号炉) 2002 3 ○ 400 ○ ○ ○ 汚泥,焼却残渣,不燃破砕物 
20 大館エコマネジ株式会社 大館クリーンセンター 2005 8 ○ 90 ○ 破砕可燃残渣
21 鶴岡市 鶴岡市環境部施設課ごみ焼却施設 1990 3 ○ 165 ○ し尿脱水汚泥及びし渣 
22 最上広域市町村圏事務組合 エコプラザもがみ 2003 2 ○ 90 ○ し尿汚泥　 
23 西村山広域行政事務組合 寒河江地区クリーンセンター 2001 3 ○ 100 ○ し尿脱水汚泥 
24 酒田地区広域行政組合 ごみ処理施設 2002 3 ○ 196 ○ ○ 粗大施設可燃物,し尿残渣･乾燥汚泥,排水汚泥 
25 郡山市 富久山クリーンセンター 1996 3 ○ 300 ○ 脱水汚泥 
26 会津若松地方広域市町村圏整備組合 ごみ焼却処理施設 1988 12 ○ 225 ○ し尿脱水汚泥 
27 安達地方広域行政組合 もとみやクリーンセンター 2003 3 ○ 80 ○ ○ 乾燥汚泥,家庭系燃え殻 
28 土浦市 清掃センター 1992 3 ○ 210
29 常陸太田市 常陸太田市清掃センター 2002 2 ○ 100 ○ 併設ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞよりの可燃残渣有 
30 さしま環境管理事務組合 さしまクリーンセンター寺久 2008 3 ○ 206 ○ ○ 可燃性粗大ごみ･汚泥･し渣･破砕機選別残渣
31 那須地区広域行政事務組合 広域クリーンセンター大田原 2003 3 ○ 120 ○ ﾘｻｲｸﾙ棟からの残渣 
32 日光市 日光市クリーンセンター 2010 7 ○ 135 ○ し尿処理し渣 
33 渋川地区広域市町村圏振興整備組合 渋川地区広域圏清掃センター 1993 4 ○ 233 ○ 汚泥
34 さいたま市 西部環境センター 1993 2 ○ 300 ○ ○ し尿汚泥,不燃残渣 
35 川越市 東清掃センター 1986 11 ○ 140 ○ し尿汚泥
36 川越市 川越市資源化センター（熱回収施設） 2010 3 ○ 265 ○ ○ 破砕残渣,し尿処理場の汚泥
37 川口市 朝日環境センター 2002 11 ○ 420 ○ 他所灰（焼却主灰）
38 飯能市  飯能市クリーンセンター 1982 1 ○ 170
39 春日部市 豊野環境センター 1994 3 ○ 399 ○ し尿汚泥
40 東埼玉資源環境組合 第一工場ごみ処理施設 1995 9 ○ 800 ○ 汚泥

混焼の具体的種別施設名称No. 破砕
残渣

汚泥
等

その
他

混焼物
都市組合名

竣工
年月 ｶﾞｽ化

溶融
焼却

その

他

処理方式 施設
規模

○全国における混焼を実施している施設一覧（１／５） 
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年 月 (t/日)

41 蕨戸田衛生センター組合 蕨戸田衛生センター ごみ処理施設 1992 3 ○ 270 ○ し尿汚泥 
42 児玉郡市広域市町村圏組合 小山川クリーンセンター 2000 3 ○ 228 ○ 破砕残さ 
43 (株)かずさクリーンシステム 君津地域広域廃棄物処理施設(第1工場) 2002 3 ○ 200 ○ ○ 不燃残渣,し尿汚泥 
44 船橋市 北部清掃工場 1992 3 ○ 435 ○ 金属,ガラス,瀬戸物等 
45 習志野市 芝園清掃工場 2002 11 ○ 219 ○ ○ ﾘｻﾌﾟﾗ可燃,不燃残渣,し渣･脱水汚泥･下水道汚泥 
46 柏市 柏市清掃工場 1991 3 ○ 300 ○ ○ 不燃物残渣,し尿汚泥,排水汚泥
47 流山市 流山市クリーンセンター 2004 2 ○ 207 ○ ○ し尿汚泥,リサイクル館不燃物残渣
48 我孫子市 我孫子市クリーンセンター(1号炉) 1973 3 ○ 90 ○ 汚泥脱水ケーキ 
49 我孫子市 我孫子市クリーンセンター(2号炉) 1992 10 ○ 105 ○ 汚泥脱水ケーキ 
50 四街道市  四街道市クリーンセンター  1992 3 ○ 165 ○ 粗大ごみ残渣
51 長生郡市広域市町村圏組合 環境衛生センターごみ処理場(1,2号炉) 1999 3 ○ 144 ○ し尿処理施設脱水汚泥 
52 長生郡市広域市町村圏組合 環境衛生センターごみ処理場(3号炉) 1996 3 ○ 81 ○ し尿処理施設脱水汚泥 
53 多摩川衛生組合 クリーンセンター多摩川 1998 3 ○ 450 ○ ○ 不燃･粗大･し尿残渣物
54 小平・村山・大和衛生組合 ３号ごみ焼却施設 1975 3 ○ 150 ○ 不燃,粗大ごみ破砕処理後の可燃分 
55 小平・村山・大和衛生組合 4･5号ごみ焼却施設 1986 11 ○ 210 ○ 不燃,粗大ごみ破砕処理後の可燃分 
56 川崎市 浮島処理センター 1995 9 ○ 900 ○ 破砕可燃物 
57 平塚市 環境事業センター 1988 3 ○ 294 ○ し尿汚泥 
58 藤沢市 北部環境事業所(1号炉) 2007 3 ○ 150 ○ し尿汚泥
59 大和市 環境管理センター 1994 3 ○ 450 ○ 破砕残渣 
60 愛川町  愛川町美化プラント  1990 3 ○ 84
61 秦野市伊勢原市環境衛生組合 伊勢原清掃工場(3号炉) 1985 10 ○ 90 ○ し尿汚泥
62 高座清掃施設組合 第2清掃処理場(1号炉) 1984 3 ○ 150 ○ 汚泥 
63 高座清掃施設組合 第2清掃処理場(2号炉) 1992 3 ○ 200 ○ 汚泥 
64 相模原市 南清掃工場 2010 3 ○ 525 ○ 他所灰
65 秦野市伊勢原市環境衛生組合 クリーンセンター(熱回収施設) 2012 9 ○ 200 ○ ○ 破砕処理可燃残渣,汚泥等
66 新潟市 亀田清掃センター 1997 3 ○ 390 ○ 汚泥
67 新潟市 白根グリーンタワー 1994 10 ○ 150 ○ 不燃物残渣
68 新潟市 鎧潟クリーンセンター 2002 3 ○ 120 ○ ○ ○ 不燃粗大,リサプザ残渣,し尿し渣,汚泥,堀起しごみ 
69 長岡市 寿クリーンセンターごみ焼却施設 1998 3 ○ 160 ○ 下水汚泥 
70 柏崎市 クリーンセンターかしわざき 1992 4 ○ 160 ○ し尿汚泥 
71 糸魚川市 糸魚川市清掃ｾﾝﾀｰごみ処理施設(炭化ｼｽﾃﾑ) 2002 3 ○ 70 ○ 小動物 
72 南魚沼市 環境衛生センター可燃ごみ処理施設 2004 3 ○ 110 ○ ○ ﾘｻｲｸﾙ残渣,汚泥 
73 新潟市 新潟新田清掃センター 2012 3 ○ 330 ○ 破砕可燃物(隣接破砕施設より）
74 三条市 三条市新ごみ処理施設 2012 6 ○ 160 ○ ○ 可燃性粗大ごみ,可燃残渣,し尿汚泥
75 金沢市 西部クリーンセンター 1980 9 ○ 350 ○ 脱水ケーキ 
76 金沢市 (仮称)西部クリーンセンター 2012 3 ○ 340 ○ 下水汚泥
77 美浜・三方環境衛生組合 ガス化溶融施設 2003 3 ○ 22 ○ 下水脱水汚泥
78 大野・勝山地区広域行政事務組合 ごみ処理施設(ビュークリーンおくえつ） 2006 6 ○ 84 ○ 下水汚泥 
79 南越清掃組合 第1清掃センター 1984 10 ○ 150 ○ 乾燥汚泥 
80 甲府市 環境センター 1995 8 ○ 360 ○ し尿汚泥 
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81 富士吉田市 富士吉田市環境美化センターごみ処理施設 2003 3 ○ 170 ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ可燃残渣 
82 岳北広域行政組合 エコパーク寒川 2009 3 ○ 35 ○ 不燃物残渣
83 松本西部広域施設組合 松本クリーンセンター 1999 3 ○ 450 ○ ○ し尿汚泥,し渣,廃プラ 
84 大垣市 クリーンセンター 1996 3 ○ 240 ○ 汚泥 
85 多治見市 多治見三の倉センター 2003 3 ○ 170 ○ ○ ﾘｻﾌﾟﾗ破砕残渣,下水汚泥,し尿汚泥 
86 中津川市 中津川環境センター 2004 3 ○ 98 ○ 下水汚泥 
87 瑞浪市 瑞浪市クリーンセンター 2002 6 ○ 50 ○ 下水汚泥,し尿汚泥
88 各務原市 各務原市北清掃センター 2003 3 ○ 192 ○ ○ 最低ごみ:粗大ごみ破砕残渣と不燃ごみ類を20％混入したもの 

89 郡上市 郡上クリーンセンター（ごみ処理施設） 2006 4 ○ 75 ○ 下水汚泥
90 岐阜羽島衛生施設組合 衛生センターごみ処理施設 1995 3 ○ 180 ○ し尿汚泥 
91 南濃衛生施設利用事務組合 養老ドリームパーク清掃センター 2009 1 ○ 80 ○ 脱水汚泥
92 西濃環境整備組合 西濃環境保全センター 2004 3 ○ 90 ○ ○ 既設炉の飛灰･不燃物残渣 
93 中濃地域広域行政事務組合 クリーンプラザ中濃 2003 3 ○ 168 ○ ○ 不燃残さ･焼却灰 
94 岐阜県山県市 山県市クリーンセンター 2010 3 ○ 36 ○ し尿汚泥他
95 静岡市 沼上清掃工場 1995 7 ○ 600 ○ し尿脱水汚泥 
96 浜松市 浜松市西部清掃工場 2009 1 ○ 450 ○ ○ 焼却灰,下水汚泥
97 浜松市 天竜ごみ処理工場 2005 5 ○ 36 ○ ○ 不燃ごみ残渣・下水汚泥・粗大ごみ残渣 
98 富士市 環境クリーンセンター 1986 9 ○ 300 ○ 汚泥（下水・し尿） 
99 袋井市森町広域行政組合 中遠クリーンセンター 2008 3 ○ 132 ○ 下水汚泥、し尿汚泥

100 掛川市・菊川市衛生施設組合 環境資源ギャラリー 2005 9 ○ 140 ○ ○ 破砕可燃残渣,下水汚泥 
101 名古屋市 猪子石工場 2002 3 ○ 600 ○ 破砕可燃
102 名古屋市 南陽工場 1997 3 ○ 1,500 ○ 破砕可燃
103 名古屋市 五条川工場 2004 7 ○ 560 ○ 破砕可燃
104 ㈱鳴海クリーンシステム 名古屋市鳴海工場 2009 6 ○ 530 ○ ○ 他工場主灰・飛灰,不燃破砕残渣
105 豊橋市 資源化センター(1･2号炉) 2002 3 ○ 400 ○ ○ し尿汚泥,3号炉主灰 
106 岡崎市 八帖クリーンセンターごみ処理施設(1号炉) 1996 2 ○ 100 ○ し尿汚泥
107 岡崎市 (仮称)岡崎市新一般廃棄物中間処理施設 2011 6 ○ 380 ○ ○ 他所灰,汚泥
108 豊田市 豊田市渡刈クリーンセンター 2007 3 ○ 405 ○ 他施設からの焼却残渣 
109 安城市 安城市環境クリーンセンター 1997 3 ○ 240 ○ し尿汚泥 
110 稲沢市 稲沢市環境センター 2000 3 ○ 180 ○ し尿汚泥 
111 新城市 新城市クリーンセンター 2000 3 ○ 60 ○ し尿処理施設の脱水汚泥 
112 知多市 知多市清掃センター 2003 8 ○ 130 ○ 併設の粗大ごみ処理施設からの破砕残渣 
113 豊川宝飯衛生組合 清掃工場(5･6号炉) 2003 3 ○ 130 ○ ○ ﾘｻﾌﾟﾗ可燃,不燃残渣,焼却炉残渣,し尿汚泥焼却残渣,浸出水脱水汚泥

114 尾張東部衛生組合 晴丘センター 1992 3 ○ 300 ○ 不燃物残渣
115 海部地区環境事務組合 八穂クリーンセンター 2002 5 ○ 330 ○ ○ プラ,破砕可燃ごみ 
116 尾三衛生組合 東郷美化センター 1997 11 ○ 200 ○ 不燃･粗大からの回転破砕機処理後の可燃物
117 （財）三重県環境保全事業団 廃棄物処理センター中間処理(溶融処理)施設 2002 12 ○ 240 ○ 焼却残さ,その他 
118 三重県企業庁 三重ごみ固形燃料発電所 2002 12 ○ 240 ○ 石炭
119 鈴鹿市 清掃センター 2003 12 ○ 270 ○ し尿汚泥 
120 亀山市 亀山市総合環境センター 2000 4 ○ 80 ○ ○ 不燃ごみ,粗大破砕残渣,掘り起こしごみ
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121 栗東市 栗東市環境センター 2003 3 ○ 76 ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞからの選別可燃物 

122 高島市 高島市環境センター 2003 3 ○ 75 ○ し尿,脱水汚泥 
123 中部清掃組合 日野清掃センター 2007 3 ○ 180 ○ 側溝他堆積汚泥
124 城南衛生管理組合 クリーン21長谷山 2006 10 ○ 240 ○ 粗大ごみの破砕残渣中可燃物 
125 大阪市 住之江工場 1988 7 ○ 600 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

126 大阪市 八尾工場 1995 3 ○ 600 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

127 大阪市 鶴見工場 1990 3 ○ 600 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

128 大阪市 大正工場 1980 7 ○ 600 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

129 大阪市 森之宮工場 1969 2 ○ 900 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

130 大阪市 西淀工場 1995 3 ○ 600 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

131 大阪市 舞洲工場 2001 4 ○ 900 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

132 大阪市 平野工場 2003 3 ○ 900 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

133 堺市 クリーンセンター東工場第一工場 1977 3 ○ 300 ○ 陶器･ガラス
134 茨木市 環境衛生センターごみ処理施設第1工場 1999 3 ○ 150 ○ 不燃ごみ

135 茨木市 環境衛生センターごみ処理施設第2工場 1996 3 ○ 300 ○ 不燃ごみ

136 熊取町 熊取町環境センター 1992 3 ○ 62 ○ 粗大ごみ残渣

137 泉北環境整備施設組合 泉北クリーンセンター(1･2号炉) 2003 3 ○ 300 ○ 粗大ごみ処理施設で選別された不燃物 

138 岸和田市貝塚市清掃施設組合 岸和田市貝塚市クリーンセンター 2007 3 ○ 531 ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ可燃残渣 

139 南河内環境事業組合 第1清掃工場 1985 7 ○ 300 ○ し渣

140 大阪市 東淀工場 2010 3 ○ 400 ○ 30cm以下の不燃物及び1m以下の棒状の不燃物

141 吹田市 吹田市資源循環エネルギーセンター 2010 3 ○ 480 ○ 破砕後可燃物
142 堺市 (仮称)臨海工場 2013 3 ○ 450 ○ 粗大ごみ

143 尼崎市 クリーンセンター第1工場第2機械炉(2号炉) 2000 3 ○ 150 ○ 乾燥し尿汚泥

144 尼崎市 クリーンセンター第1工場第2機械炉(1号炉) 1990 2 ○ 195 ○ 乾燥し尿汚泥 
145 尼崎市 クリーンセンター第2工場 2005 3 ○ 480 ○ 粗大ごみ,資源ごみからの転送ごみ 

146 明石市 明石クリーンセンター 1999 3 ○ 480 ○ 下水汚泥 
147 西宮市 西部総合処理センター 1997 8 ○ 525 ○ 粗大ごみ破砕後可燃物 
148 豊岡市 豊岡市立豊岡清掃センター 1990 2 ○ 140 ○ 粗大ごみ破砕物 

149 高砂市 美化センター 2003 3 ○ 194 ○ 下水汚泥 
150 揖龍保健衛生施設事務組合 揖龍クリーンセンター 1997 3 ○ 120 ○ 不燃ごみ,粗大破砕残渣 
151 猪名川上流広域ごみ処理施設組合 国崎クリーンセンター 2009 3 ○ 235 ○ 粗大破砕残渣
152 姫路市 エコパークあぼし 2010 3 ○ 402 ○ ○ 破砕選別可燃物,災害ごみ

153 橿原市 クリーンセンターかしはら 2005 3 ○ 255 ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞからの可燃物 

154 桜井市 桜井市グリーンパーク 2002 11 ○ 150 ○ ○ 破砕施設からの選別可燃物及び不燃物,し尿汚泥

155 香芝王寺環境施設組合 美濃園 1982 6 ○ 150 ○ 不燃物残渣
156 岩出市 (仮称)岩出クリーンセンター 2008 12 ○ 60
157 有田周辺広域圏事務組合 環境センター 2000 3 ○ 100 ○ 粗大可燃物 
158 橋本周辺広域市町村圏組合 橋本周辺広域ごみ処理場(エコライフ紀北) 2009 11 ○ 101 ○ し尿汚泥,公共下水道汚泥
159 鳥取県西部広域行政管理組合 鳥取県西部広域行政管理組合エコスラグセンター 2004 3 ○ ○ ○ 焼却残渣,汚泥焼却残渣,不燃残渣,プラスチック残渣

160 益田地区広域市町村圏事務組合 益田地区広域クリーンセンター 2007 10 ○ 62 ○ ○ 汚泥･ﾘｻｲｸﾙ可燃残渣等
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161 松江市 (仮称)松江市新ごみ処理施設 2011 3 ○ 255 ○ ○ 不燃ごみ,有機汚泥,災害ごみ,漂着ごみ等
162 広島市 中工場 2003 12 ○ 600 ○ 分別収集後の廃プラスチック残渣 
163 広島中央環境衛生組合 賀茂環境衛生センター(3号炉) 1998 6 ○ 150 ○ 汚泥 
164 広島中央環境衛生組合 賀茂環境衛生センター(1･2号炉) 1985 10 ○ 150 ○ 汚泥 
165 中央広域環境施設組合 中央広域環境センター 2005 7 ○ 120 ○ 粗大ごみ,不燃ごみ 
166 高松市 南部クリーンセンター 2004 3 ○ 300 ○ 破砕可燃物 
167 中讃広域行政事務組合 クリントピア丸亀 1997 3 ○ 260 ○ 下水汚泥 
168 香川県東部清掃施設組合 香川東部溶融クリーンセンター 1997 3 ○ 195 ○ 不燃ごみ,粗大ごみ,焼却残渣 
169 松山市 南クリーンセンター 1994 3 ○ 300 ○ 粗大ごみ処理可燃物不燃物 
170 高知市 高知市清掃工場 2002 3 ○ 600 ○ し尿汚泥 
171 安芸広域市町村圏事務組合 安芸広域メルトセンター 2006 3 ○ 80 ○ 不燃ごみ,粗大ごみ,埋立ごみ 
172 幡多広域市町村圏事務組合 幡多クリーンセンター 2002 11 ○ 140 ○ ○ 粗大ごみ,不燃ごみ,し尿汚泥,下水汚泥 
173 北九州市 北九州市新門司工場 2007 3 ○ 720 ○ 不燃ごみ
174 （株）福岡クリーンエナジー 東部工場 2005 7 ○ 900 ○ 資源化センター可燃残渣 
175 飯塚市 飯塚市 クリーンセンター 1998 3 ○ 180 ○ ○ し尿汚泥,ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ残渣 
176 玄界環境組合 古賀清掃工場 2003 3 ○ 260 ○ ○ ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞからの可燃残渣,下水･し尿汚泥､処分場埋立物 

177 玄界環境組合 宗像清掃工場（ECOパーク宗像） 2003 6 ○ 160 ○ ○ 破砕残渣,下水･し尿汚泥 
178 糸島地区消防厚生施設組合 糸島クリーンセンター 2000 3 ○ 200 ○ ○ ○ 不燃残渣,下水汚泥,し尿焼却灰,医療ごみ,産廃(木くず等) 

179 八女西部広域事務組合 八女西部クリーンセンター 2000 3 ○ 220 ○ 破砕･除鉄後の不燃残渣 
180 筑紫野・小郡・基山清掃施設組合 クリーンヒル宝満 2008 3 ○ 250 ○ ﾘｻｲｸﾙ施設選別残渣
181 佐世保市 西部クリーンセンター 1977 2 ○ 240 ○ 不燃物類･厨芥類等
182 佐世保市 東部クリーンセンター 2001 1 ○ 200 ○ 乾燥汚泥
183 対馬市 対馬クリーンセンター 2003 3 ○ 60 ○ ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞからの選別残渣 
184 五島市 五島市福江清掃センター 2003 3 ○ 58 ○ ○ 他町焼却灰,し尿汚泥 
185 北松北部環境組合 北松北部クリーンセンター(ごみ焼却施設) 2004 3 ○ 70 ○ ﾘｻｲｸﾙ残渣 
186 有明広域行政事務組合 クリーンパークファイブ 2006 5 ○ 50 ○ リサイクル施設の処理残渣
187 水俣芦北広域行政事務組合 水俣芦北広域行政事務組合クリーンセンター 2003 3 ○ 43 ○ 汚泥･し渣 
188 大分市 福宗環境センター清掃工場 1997 3 ○ 438 ○ し尿汚泥
189 大分市 佐野清掃センター 2003 3 ○ 387 ○ し尿汚泥 
190 佐伯市 エコセンター番匠 2003 3 ○ 110 ○ 港湾ごみ,埋立ごみ他 
191 財団法人　宮崎県環境整備公社 エコクリーンプラザみやざき 2005 10 ○ 579 ○ 産廃
192 延岡市 延岡市清掃工場 2009 3 ○ 218 ○ 可燃破砕物
193 霧島市 霧島市敷根清掃センター 2003 3 ○ 162 ○ ○ 堀起こしごみ,し尿,下水汚泥 
194 伊佐北姶良環境管理組合 伊佐北姶良環境管理組合未来館 2003 3 ○ 80 ○ ○ ○ 可燃性粗大ごみ,ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ選別残渣,下水汚泥,し尿焼却灰他

195 大隅肝属広域事務組合 肝属地区清掃センター 2008 3 ○ 128 ○ 不燃物,鉄類,非鉄
196 中部北環境施設組合 美島環境クリーンセンターごみ溶融施設 2004 9 ○ 166 ○ ﾘｻｲｸﾙ残渣 
197 （財）茨城県環境保全事業団 エコフロンティアかさま 2005 10 ○ 145 ○ 焼却灰,ばいじん,汚染土壌 
198 倉敷市 倉敷市資源循環型廃棄物処理施設(水島ｴｺﾜｰｸｽ) 2005 4 ○ 555 ○ ○ 下水汚泥,産廃,焼却灰
199 福山リサイクル発電（株） 福山リサイクル発電所 2004 3 ○ 314 ○ コークス
200 （財）佐賀県環境クリーン財団 クリーンパークさが 2009 3 ○ 84 ○ ○ 下水汚泥,燃え殻他

116 81 3 - 101 89 57
58% 41% 2% 51% 45% 29%

出典：ごみ焼却施設台帳　全連続燃焼方式編　平成21年度版（財団法人廃棄物研究財団）
注)網掛けの施設は、新クリーンセンターと同規模程度(130～230ｔ/日）の施設

混焼の具体的種別施設名称No. 破砕

残渣

汚泥

等

その

他

混焼物
都市組合名

竣工
年月 ｶﾞｽ化

溶融
焼却

その

他

処理方式 施設
規模

合　　計
(件数)
(割合)

○全国における混焼を実施している施設一覧（５／５） 
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巻末資料8  大気汚染防止法における規制値及び本施設の設定値の比較 

 

１．大気汚染防止法における規制値及び本施設における設定値 

大気汚染防止法における規制値及び本施設における設定値を表 5 に示す。 

 

表 5 本施設設定値 

項目 

大気汚染防止法 

※1 炉 4ｔ/h 未満 

（1 炉 96ｔ/24h 未

満） 

換算値 本施設設定値 

ばいじん 0.08g/m3N 以下 0.08g/m3N 以下 0.02 g/m3N 以下 

硫黄酸化物 K 値＝11.5 1,500ppm 以下 50 ppm 以下 

塩化水素 700 mg/m3N 以下 430 ppm 以下 50 ppm 以下 

窒素酸化物 250 cm3/m3N 以下 250 ppm 以下 100 ppm 以下 

ダイオキシ

ン類 
1ng-TEQ/m3N 以下 1ng-TEQ/m3N 以下 0.1ng-TEQ/m3N 以下 

一酸化炭素 100ppm 以下 100ppm 以下 
30 ppm 以下 

（4 時間平均値） 

※表中網掛け部分は、大気汚染防止法における基準値を ppm 表記に換算したものである。 

 

２．塩化水素の規制値の換算方法 

塩化水素の規制値（700 mg/m3N 以下）は、以下表の塩化水素の分子量、気体定数をもとに

算出した。 

表 6 塩化水素の規制値 

規制値 700 mg/m3N 以下 

分子量 36.5 g/mol 

気体定数 22.4 L/mol 

換算数 1,000 cm3/L 

(700mg/m3N) ÷ (36.5×103 mg/mol) × (22.4L/mol) ×(103 cm3/L) 

＝430cm3/m3N  

＝430ppm 

 

３．窒素酸化物の規制値の換算方法 

窒素酸化物の規制値（250 cm3/m3N 以下）の換算は、単位表示が異なるが 250ppm と同じで

ある。 
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４．硫黄酸化物の規制値の換算方法 

大気汚染防止法における硫黄酸化物の規制値は、Ｋ値 11.5 となっている。この値を ppm

表記に変換すると、次の通り、1,500ppm となる。 

硫黄酸化物の K 値規制に関する式は次のとおりである。 

 

  

ここに q： 硫黄酸化物の量（m3N/h）

K： 地域ごとに設定された値（ここでは大気汚染防止法 Ｋ値11.5）

He： 次により補正された排出口の高さ（m）

He=Ho+0.65(Hm+Ht)

Hm=0.795√Q・√V÷{1+(2.58÷V)}

Ht=2.01×10-3・Q・(T-288)・{2.30logJ+(1÷J)-1}

J=(1÷√Q・√V)〔1,460-296×{V÷(T-288)}〕+1

He： 補正された排出口の高さ（m）

Ho： 排出口の実体高（m）

Q： 温度15℃における排出ガス量（m3N/s)

V： 排出ガスの排出速度（m/s)

T： 排出ガスの温度（K)

【計算条件】

K= 11.5 大気汚染防止法（Ｋ値11.5）

排ガス量（湿り）= 30,000 m3N/h 仮設定(他事例)※ｱﾝｹｰﾄ結果より修正予定

Q= 8.79 m3/s 計算値

V= 15 m/s 一般的な値

Hm= 7.79 m 計算値

排ガス温度= 0 ℃ 標準気体の温度

T= 273 K 計算値

J= 153.92 計算値

Ht= -1.07 m 計算値

Ho= 59 m 煙突高59mと設定

He= 63.37 m 計算値

【計算結果（規制値）】

q= 46.18 m3N/h

≒ 1,500 ppm

　これらの式において、He、Ho、Q、V及びＴはそれぞれ
以下の値を示す。

q=K×10-3×He2

項目 設定値 根拠
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５．県内の規制状況 

新潟県内の焼却施設における排ガス設計基準値の一覧を、全連続運転式の施設を表 7 に、

准連続運転式の施設を表 8 に示す。 

 

表 7 新潟県内の焼却施設における排ガス設計基準値一覧（全連続燃焼式） 

 

注）※：糸魚川市の炭化施設は除外した 

  

ばい
じん

塩化
水素

硫黄
酸化物

窒素
酸化物

ﾀﾞｲｵｷｼ
ﾝ類

年 月
ppm
以下

ppm
以下

ppm
以下

ppm
以下

ng-
TEQ/m

3
N

1 新潟市 新田清掃センター 1986 10 360 ｔ/日 0.01 300 - 200 1

2 新潟市 新津クリーンセンター 1995 12 144 ｔ/日 0.02 150 50 125 5

3 新潟市 鎧潟クリーンセンター 2002 3 120 ｔ/日 0.02 50 - 80 0.1

4 新潟市 亀田清掃センター 1997 3 390 ｔ/日 0.016 172 - 160 -

5 新潟市
新潟市　白根グリーン
タワー

1994 10 150 ｔ/日 0.02 100 50 180 1

6 長岡市 鳥越クリーンセンター 1986 3 150 ｔ/日 0.03 200 - 140 1

7 長岡市
寿クリーンセンターごみ
焼却施設

1998 3 160 ｔ/日 0.02 215 19 140 0.5

8 三条市
三条市清掃センター第
2ごみ焼却処理施設

1981 3 150 ｔ/日 0.02 200 70 250 1

9 柏崎市
クリーンセンターかしわ
ざき

1992 4 160 ｔ/日 0.02 215 30 125 1

10 糸魚川市
糸魚川市清掃センター
ごみ処理施設（炭化シ
ステム）

2002 3 70 ｔ/日 0.01 100 50 100 0.01

11 上越市 第１クリーンセンター 1988 11 140 ｔ/日 0.02 123 - 125 1

12 佐渡市 佐渡クリーンセンター 1998 3 120 ｔ/日 0.01 50 50 150 5

13 南魚沼市
環境衛生センター
可燃ごみ処理施設

2004 3 110 ｔ/日 0.01 30 20 30 0.05

14
小千谷地域広域事
務組合

時水清掃工場 1990 2 120 ｔ/日 0.05 150 - 250 1

15
岩船地域広域事務
組合

岩船北部ごみ処理場 1989 3 150 ｔ/日 0.01 430 30 250 1

16
五泉地域衛生施設
組合

ごみ焼却場 1985 3 150 ｔ/日 0.01 300 - 250 0.5

0.01
 ～0.05

30
 ～430

19～70
30
 ～250

0.05～5他事例の範囲※

都市・組合名No 焼却能力

竣工

施設名称

排ガス設計基準値
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表 8 新潟県内の焼却施設における排ガス設計基準値一覧（准連続燃焼式） 

 

  

ばい
じん

塩化
水素

硫黄
酸化物

窒素
酸化物

ﾀﾞｲｵｷｼ
ﾝ類

年 月
ppm
以下

ppm
以下

ppm
以下

ppm
以下

ng-
TEQ/m

3N

1 新潟市
新潟市白根環境事業
所　白根グリーンタワー

1994 10 100 t/16ｈ 0.02 430 - - -

2 長岡市 中之島クリーンセンター 1991 2 60 t/16ｈ 0.04 200 100 - 5

3 十日町市 エコクリーンセンター 1993 9 90 t/16ｈ 0.01 120 50 200 5

4 見附市 清掃センター 1986 8 60 t/16ｈ 0.01 300 - - -

5 上越市 第２クリーンセンター 1995 3 98 t/16ｈ 0.05 200 150 - 1

6 阿賀野市 阿賀野市環境センター 1993 7 60 t/16ｈ 0.03 50 20 - 5

7 佐渡市 両津クリーンセンター 1999 3 40 t/16ｈ 0.03 50 20 230 0.1

8 佐渡市 南佐渡クリーンセンター 2000 3 15 t/8ｈ 0.03 50 20 200 0.1

9 魚沼市 エコプラント魚沼 1995 3 95 t/16ｈ 0.03 50 20 200 5

10
新潟県中央衛生セ
ンター組合

ごみ処理場 1996 3 78 t/16ｈ 0.05 300 100 - 5

11
加茂市・田上町消
防衛生組合

清掃センター 1980 10 60 t/8ｈ 0.05 368 70 - 5

12
燕・弥彦総合事務
組合

環境センター 1984 3 80 t/16ｈ 0.02 430 - - 0.5

13
豊栄郷清掃施設処
理組合

豊栄環境センター
（１・２号炉）

1999 12 80 t/16ｈ 0.03 50 20 - 0.5

14
豊栄郷清掃施設処
理組合

豊栄環境センター
（３号炉）

1996 12 50 t/16ｈ 0.03 50 20 - -

15
新発田地域広域事
務組合

中条地区塵芥焼却場 1987 11 100 t/16ｈ 0.02 430 110 - 0.5

16
新発田地域広域事
務組合

新発田広域クリーンセ
ンター

1998 3 127.2 t/16ｈ 0.03 200 100 - 0.5

17
新井頸南広域行政
組合

新井頸南クリーンセン
ター

1996 12 70 t/16ｈ 0.05 150 100 - 5

0.01
～ 0.05

50
 ～430

20
 ～150

200
 ～230

0.1～5他事例の範囲

竣工

焼却能力

排ガス設計基準値

No 都市・組合名 施設名称
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巻末資料9  ごみ質の元素組成の改訂について 

 

元素組成の分析は、環整第 95 号により、水分と不燃物(金属、石等)を取り除いた試料を用いる。

そのため、実測値としては、「可燃分」＋「灰分から不燃物を除いた量」に対する各元素割合が得

られる。（図 12 参照） 

元素組成の表記方法はいくつかあり、①：上述の実測値をそのまま記載する場合、②：実測値

から「灰分から不燃物を除いた量」を除外して、「可燃分」のみの割合の内訳を記載する場合、③：

②において「可燃分」の内訳を 100%表記に換算した値を記載する場合がある。 

これまでは、上述①が分析証明書に記載してあったが、②に換算し直し、ごみ質を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 元素組成の定義（左：分析証明書の記載内容、右：灰分を除いた修正版） 

 

灰分
27.6%

可燃分
66.8%

水分
5.6%

到着ベース
100%

可燃分ベース
66.8%

炭素
45.6%

水素
6.13%

酸素
10.76%
（計算）

窒素 0.48%

全塩素分 3.8%

硫黄分 0.03%

不燃物

10.4%

灰分を除
いた組成
比に換算

②今回の修正版の100%（可燃分のみ）

③②を100%表記にした場合


